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中小企業経営の事例研究
事業創造プロセスと経営課題の分析
工藤幸一
1．はじめに
　拙稿，『事業創造としての中小企業経営の一考察　　都市型農業からの事
業転換をモデルとして一』（白鴎女子短大論集，第15巻，第2号，1991年）
において，我国が国際社会において「経済大国」として，政治的・経済的貢
献を求められていると同時に，生活の豊かさの実感を持てない「国民生活」
の実態が表面化してきており，戦後40年余の日本の経済構造，経済運営を根
本から見直しを要求されている。経済効率優先は確かに企業を成長させたの
であるが，同時に勤勉に企業のために柔軟に対応してきたサラリーマンさら
には国民生活は欧米諸国のような「生活の豊かさ」を築くことにはならなかっ
たことに気がついたのである。企業は繁栄し，より強大化したが，企業経営
を支えてきたサラリーマンの生活は精神的にも物質的にも「ゆとり」がもて
ないという矛盾を生んでしまったのである。特に国民を「住宅飢餓状態」に
追い込んだ地価の高騰などは，結果として企業の利益の増大・資産の増大と
なったが，企業構成員にとっては，大都市圏では自分の住宅を一生持つこと
ができない状況を生んでしまったのである。この解決策の一つとして，大都
市圏における農業事業者の土地放出が必要となってきている。
　「人間の豊かさ」＝「生活者優位」の産業社会をめざすことを社会の目標
とするならば「土地住宅問題」は重要な問題である。政府も「生産大国から
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生活大国への転換」を政策課題として真剣に検討しなくてはならない状況に
追い込まれており，「土地住宅問題」に積極的に取り組む姿勢を示し「土地
税制改革」を推進しようとしている。この「土地税制改革」では，これまで
の農地の優遇税制の見直しにより，土地を持つ者と持たざる者の資産格差を
少しでも縮めようとしており，農業保護の名目のもとに低い課税評価により
地価上昇による資産増加の恩恵をうけていた大都市圏の都市型農業事業者は
転換期を迎えようとしている。
　では土地を放出した農業事業者は，どのような転換をしていかなくてはな
らないのか，「含み資産」としての地価を有効に生かし，事業転換により企
業経営者として新規事業分野へ進出していくことが必要となるという視点か
ら，農業事業者の事業転換としての中小企業の事業創造における経営課題を
検討し，この農業事業からの事業転換のプロセスを検討すると同時に，中小
企業経営に共通する一般的間題点・課題も検討した。
　本稿においては，実際の農業事業者＝造園事業者の事業転換＝経営多角化
としての中小企業の事業創造におけるプロセスと現在の経営上の課題を事例
として取り上げ分析してみるものである。
　尚，本稿の事例として取り上げる会社名に関しては，事業経営を開始して
1年6ヵ月を経過したばかりであることから，事業運営に支障がないように
ということから株式会社　H社としている。
2．株式会社　H社の設立主旨
　株式会社　H社の設立の母体は造園業であり，長年にわたる堅実な事業活
動により，多くの事業所，地方自治体，一般施工依頼主の信頼を築き，有形
無形の経営資産を築いてきており経営も安定している。
　しかし，地価の高騰から大都市周辺部の個人住宅の敷地面積では，庭を造
成する余裕はなく，造園にたいする需要は減少傾向であり，高層建築等や公
共事業関連の造園需要では収益性に問題がある。また，業界全体においては
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若い人材の確保，造園資材としての樹木の育成のための土地周辺の市街化な
どの問題をおおくかかえており，大都市周辺部における造園業経営は，今後
ますます厳しくなることが予測される。
　さらに造園業においては，施工依頼主の信頼にこたえるために造園に必要
な樹木の育成・資材管理のための土地の所有が必要となるのであるが，近年
の急激な地価の高騰から，企業経営としての生産性の面から事業活動として
の土地活用法としては有効なものとはみなされない面もあることは事実であ
る。
　近年の大都市中心部の地価の高騰のなかで造園業におけるこれら造園資産
を生み出す土地にも住宅化の波が押し寄せてきており，政府の施策としても
近い将来大都市周辺部の土地に対して「宅地なみ課税」の動きがみられると
の判断から，数年間にわたってこれらの社会的変化に対応すべく事業内容の
今後の見通しと経営内容について検討したのである。土地の有効活用として
は宅地等への転用・売却が一般的と考えられるのであるが，この方法では一
時的な事業所得にしか過ぎず，この事業所得で新たな事業展開を検討せねば
ならないと同時に，造園業において築いた長年にわたる施工依頼主の信頼を
失うことになると考え，造園業としての事業活動は継続し，さらに現在，資
産として所有する土地の有効活用を検討し，この土地有効活用を目的とした
新規事業活動を行うために，1988年，株式会社　H社を設立したのである。
　尚，造園業として保有する土地資産に関しては，近い将来経営者が父親か
ら相続しなければならないという問題もあり，この土地相続に際しての相続
税問題に対応する必要もあるという現実的な大きな問題もかかえている。
　最初に株式会社　H社が金融機関に提出した『経営企画書』　（1988年1月
　株式会社　H社経営企画室作成）を検討してみる。
3．事業内容の検討
株式会社　H社（以後，㈱　H社とする）設立に当たっての定款　第一章
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総則（目的）　第2条には
　1　レストラン，喫茶店及び飲食店の営業
　2　ブティックの経営
　3　外国製装飾品及び皮革製品の販売
　4　和菓子，洋菓子類の製造および販売
　5　前各号に付帯する一切の業務
などの事業を営むものと記載されているが，これは造園業としてこれまでの
長年にわたり蓄積してきた経営資産の活用がかなり限定される新規事業分野
への進出については，経営上のリスクは相当大きなものになることは十分予
想されるのであり，造園業の事業資産である不動産の活用を前提条件とした
場合，事業内容に一定の限界があることから，このような事業を営むものと
なったものである。
　土地資産の一部売却により事業資金を調達し，他の地域での新規事業も検
討したのであるが，最終的には造園業が資産として所有する土地を利用した
事業展開を検討するならば立地条件，都市計画，法律的制約などにより事業
の内容は限定せざるをえなかった。
　定款（目的）における事業内容の決定にあたり，数年間にわたり，複数の
経営コンサルタントなどの専門家の意見を聞き，参入可能な事業に関し様々
な角度から検討したとのことである。
＜事業分野検討内容の要約＞
1）製造事業分野への多角化の検討
　製造業に関連する事業分野に進出した場合，今日の技術革新により製
　品の品質，機能均一化がなされ製品差別化が困難な状況においては，
　特殊な製品を開発・製造しなければ市場において有利性を確保するこ
　とは困難であり，市場における同種の製品を製造するならば広告活動
　の有利性を確保しなくてはならず莫大な資金を必要とするものである。
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また，工場，生産設備，技術者，営業担当者，原材料の確保などの課
題を解決しなければならず，製品のライフサイクルが非常に短いため
に，研究開発投資を続けなければならないと考えられる。
仮に，製品開発に成功した場合，この製品が市場性を確保できる可能
性も必ずしも高いものとはいえない。
このことから，多額の資金と製造・製品に関する技術的要素の判断が
必要とされる製造事業分野への事業進出は可能性がかなり低いものと
の判断がなされた。
事業主が，造園業技術以外の製造業に関する製品開発・生産・営業な
どに関しては，経験がないために製造業分野への進出は，最近注目さ
れている中小企業の売買仲介会社を利用したM＆A（企業の合併・買
収）によるものでないかぎりは，現実には農業事業者の新規事業参入
としては困難であるという結論に達している。
2）サービス産業分野への多角化の検討
　製造事業分野への事業進出の可能性を検討する過程において“経済の
　ソフト化”二第3次産業の成長の可能性という新しい検討テーマに注
　目し多角的な視点から構想を練り上げて，サービス産業分野の成長性
　と可能性を検討した結果として，定款に記載されたレストラン事業を
　中心とした事業内容となったものである。
　産業分野の中で人間生活に最も密着した「衣・食・住」の分野は，時
　代の流れの影響を敏感に反映しながらも，決して事業としての存在価
　値がなくなることはあり得ないと判断した。
　　「住」の分野に関しては，すでに不動産の有効活用の一環としてマン
　ション経営を進めている。
　　「食」の分野の進出に関しては，外部専門家の調査結果の一部として，
　ファースト・フード，郊外型レストランが転換期をむかえており，郊
　外型レストランの一部の店舗の中には，レストラン借地契約の更新の
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10年目を迎えて，都心部の地価高騰の煽りから郊外地の土地の地価も
上昇し土地所有者から地代の値上げの要求がなされ，地代の上昇分を
提供メニュー価格の値上げではカバーできないとの判断から，撤退を
余儀なくされるものも出てきていることも判断材料としている。
　㈱H社においては，製造事業分野への多角化の検討，サービス産業分野
への事業進出の検討をした結果，サービス産業分野の中の，フード・サービ
ス産業への多角化＝レストラン事業への事業進出を決定した。
　しかし，㈱H社が計画するレストラン事業の内容は，郊外型レストラン，
ファミリー・レストランやこれまでの，わが国で一般にレストランとして規
定されていたものとは，事業内容的にはかなり異質のものを構想していると
考えられる。
　ファミリー・レストランとは異なる，“高級志向の本格フランス料理レス
トラン”への進出は時代の先取りというよりは，グルメ・ブームの後追いの
感じがするようであるが，この事業を検討している時点において，すでにグ
ルメ・ブームが終りに近い感があり，この時期に専門誌「日経レストランー
特集一冬の時代を生き抜くフランス料理店経営」（1989・3－1号）において，
フランス料理レストランが淘汰の時代に入ったとして，経営の厳しさについ
ての特集記事を掲載している。顧客の絶対数に比べ店が多すぎる状況から，
都内の高級フランス料理レストランの閉店という現実も踏まえて，中途半端
なフランス料理レストランにはしたくないというオーナーの決意から「料理」，
「インテリア」，「家具調度品」，「エクステリア」に徹底的に「こだわり」
＝「ホスピタル・マインド」を，経営理念として掲げ「くつろぎと・やすら
ぎの空間で食事ができる」本格フランス料理レストランを目指したものであ
る。地域的には中小企業も多く，顧客として想定する地域住民の文化・生活
水準も高いにもかかわらず，商談などに利用できるグレードの飲食店がなく，
お客様の接待等は都心部にまで出掛けなくてはならない為に不便を感じてい
るという中小企業経営者の声や，落ち着いて食事がしたいといった地域のお
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客様の声も以前から聞いており，これらも十分考慮している。
＜事業内容骨子＞
1）一流のシェフ数人による“高級フランス料理”を提供すると同時にフ
　ランス料理に限定されない，独自のメニューを提供する
2）料理と同時に建築物，インテリア（家具類・カーテン・置物など），
　エクステリア（特に庭を重視する），食器類，などの備品を厳選し，
　ゆったりとした“くつろぎの空間”を提供する
3）レストランのグレードの維持，さらには提供するメニュー・プライス
　が一般に比較して高い設定になるために，社会的階層の“限定された
　顧客”を主な対象として営業を行い，同時にグルメ志向の一般的な顧
　客の固定化に努力する
4）レストラン2階は個室として，この個室の有効活用という面から，法
　人を会員として募集し“エグゼクティブ・ルーム”として，経営者を
　中心とした会議・レセプションに利用してもらう
5〉レストラン事業を中心としながら，定款に記載されている（目的）の
　　2～5の事業を，付帯事業として時期を検討しながら，主体事業に組
　み入れていく
　尚，レストラン事業を，軌道にのせることに事業努力を集中し，レストラ
ン事業を事業として安定させた上で，将来的に時期を検討し，優先順位を考
え，事業として付帯事業への営業努力をしていくことになると思われる。
4．経営戦略
　事業経営に関する，調査・情報を収集し，どの様な分野の事業に進出する
かを検討するならば，それぞれの事業分野に，非常に多くの固有の経営課題
をかかえていることが理解されるのであるが，これらの経営課題のなかでも，
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特に消費者の欲求が多様化しており，これに適確に対応する事が非常にむず
かしい事が認識されなければならない。
　レストラン事業においても，この点が十分検討されなければならないとし
て，経営戦略が検討されている。
1）対象顧客の設定
㈱H社の構想するレストラン事業は，社会の多数の顧客に支持され
ることにより経営の充実，発展を考えるのではなく，限られた社会階
層の顧客に，「質」の高い料理メニューと店舗空間，そしてサービス
を提供する事により，一般のレストランに比べて，顧客が高い飲食料
金の支払いをしても満足が得られるような“顧客限定型”のレストラ
ン経営を考えている。
第一次顧客層
①中小企業経営者
②上場会社経営者・管理者
③医師・医療事業関係者
　④弁護士
⑤大学教員・文化人
　⑥自営業者
第二次顧客層
　限定された階層の顧客の他に，一般の各社会階層の顧客にも理解を促
　進し，固定化していく事も必要と考え，個人の顧客を組織化し利用を
　促進する
①家庭の主婦を対象とした“グルメ・サークル”を組織化する
②独身女性を対象とした“グルメ・サークル”を組織化する
③OL，大学生などの若い女性のプライベート・パーティー，バー冬
　　ディ・パーティーなどの個人のグループ化
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④個人的なホーム・パーティー
　⑤大学のゼミナール，サークル活動組織のフォーマル・パーティー
第三次顧客層
　①法人を会員として契約し，年会費を納入してもらい，これを資金と
　　して会員特典を用意する
第四次顧客層
①不特定多数のあらゆる職業，社会階層の顧客
　この様に第四次までの顧客層を想定区分し，特に第一次顧客層・第三次顧
客層に重点を置いた経営内容を考えるのは，より多くの顧客に知名度を高め
るのではなく，経営主体側から顧客の階層を選択しなければ，顧客の多様な
欲求に答える必要にせまられ，メニュー，店舗空間，サービスの「質」を維
持することは困難であると判断してのことである。
　経営方針としては「千人のお客様に支持されるのではなく千人のうちの一
人に支持される」この一人のお客様を殖やしていこうということである。
2）メニュー，サービス，店舗空間の検討
「顧客限定型」のレストランの経営は，メニュー，サービス，店舗空
間が顧客に十分に満足される「質」の高いものが要求される。
［メニュー］
①メニューの主体は“高級フランス料理”とする
　これは，日本人の味覚を満足させることが可能であり，高級感，調
　理に関する高い技術レベルが要求されるため，高い料金の支払いを
　求めることができると考えるためである
②フランス料理以外のオードブル等に関しても工夫し“懐石フランス
　料理”なども提供し，他の高級フランス料理レストランとの差化を
　はかる
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③フランス料理に必要なワイン等に関しても厳選し，品質保持を考え
　てワイン・カーブ（貯蔵庫）を備える。また，将来的には契約によ
　り自家製ワインを製造し“ハウス・ワイン”を提供する
④フランス料理に，他のメニューを加えたり，日本酒との取合わせな
　どの提案をし，顧客に絶えず新鮮さを与え，利用回数を多くしても
　らう
⑤健康志向が高まっていることから，カロリー，塩分などを考慮した
　フランス料理も開発していく
⑥新鮮な材料の確保につとめ，日本全国各地の特産品の中からも材料
　の調達を考えており，将来的には土地の有効活用との関連で，有機
　農法による自家栽培野菜類の利用を検討する
⑦デザート（アイスクリーム，シャーベット，ケーキ，その他）も，
　レストランのオリジナル商品を開発し提供していく
⑧グルメ・サークルの会員，法人会員には季節ごとに，通常価格より
　安い価格の特別の季節料理を提供する
⑨パーティー用のメニューを提供する。各種のパーティーの内容に合
　わせ店格を落とさない料理の提供をする
［サービス］
①ゆったりと落ち着いて食事のできる空間の提供を，サービスの第一
　として考える
②他人の目を気にせずにゆっくりと食事をしながら商談などができる
　店づくりを考える。このため，1階と2階の利用目的を区分して建
　物の設計をする
③2階の各室のインテリアは，それぞれの部屋ごとに特徴を持たせて
　全室が異なったものとする
④2階の個室は，昼間は法人会員が会議室として利用できるように会
　議に必要な機材などを準備する。会員以外に対しては，時間単位の
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　利用を促進する
⑤庭園空間を十分にとり，造園業としての最高の技術により外界とは
　まったく遮断された「くつろぎの空間」を演出する
⑥ウェイトレス・ウェイター等の従業者は，他のレストランにみられ
　るような人件費コストの低減を考えた学生アルバイトの採用をせず，
　経験豊富な人材を採用し顧客の満足を高める
⑦基本的には，お客様の服装も，他のお客様の不愉快にならないよう
　にとの配慮から，特に夜の営業時間帯は，カジュアルな服装のお客
　様には，ジャケット等を無料で貸し出し着用していただく
⑧レストラン関係者のコミュニケーションを重視し，お客様の意見か
　らメニュー，サービス，インテリア等の充実をはかり，よりお客様
　の満足を高いものにしていく
⑨お客様とレストラン関係者とのコミュニケーションの機会を提供す
　る
　シェフとお客様とのフランス料理等に関する談話会などにより，お
　客様に（仮称）レストランHについての理解を促進する
⑩法人会員の企業経営者を対象とした“経営セミナー”を開催してい
　く
　依頼講師の講演と参加者相互の情報交換を考えた小人数の会合とす
　る
⑪料理，空間，接客サービスさらにこれら以外の情報提供をはじめ付
　加価値の高いサービスをより充実していく
［店舗空間］
①フヲンス料理という食材との関連を重視した“くつろぎの空問提供”
　“他人を気にせずに食事が楽しめる”という「基本的経営理念」を
　店舗設計の課題とする
②都心の地価の評価価格では，まねのできない空間を建設予定地では
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　利用できることを戦略上のセールスポイントとして都心から離れて
　いるという立地条件の不利面をおぎなう
③個人のお客様のプライベートな，食事空間，法人会員として商談，
　会議等に利用する空間，パーティーなどの中規模グループの利用空
　間を検討し，1階・2階の区分と各フロアごとの利用目的に対応で
　きる空間設計を行う
5．営業活動
　経営戦略上，開店までの期間における営業活動の重点は，顧客層の開拓，
それに付随する広報活動の展開の検討である。
1）戦略展開のために総支配人，シェフに関しては経験豊富な人材が確保
　　されており，これらの経営の中核となる人材を中心に営業活動を行う
2）有能な営業担当の採用と営業内容の徹底的理解の促進
　新規事業において，新たに経験豊富で有能な営業担当者の採用が必要
　であるが，この件に関しては，すでに事業内容について理解を示す意
　欲的な人材の確保が予定されている
　特に顧客層が限定されているため，年齢，実績，これらのお客様に十
　分理解していただける営業技術を有する人材という点から人材を選考
　　している
3）顧客層の確定
　経営戦略において検討した四段階の顧客層を基本的に考える
4）商圏の想定
　　レストランの立地条件，交通機関等の検討により，限定された顧客層
　の開拓を推進していく場合に，次のような商圏を想定する
　　①第一次商圏
　　　三多摩地区の事業所，個人を対象とする
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　　②第二次商圏
　　　　武蔵野市，近接する杉並区，世田谷区，の個人を対象とする
　　　　この地域は，比較的に社会的地位，収入が高い顧客層が見込まれ
　　　　るため，個人の利用を促進することができると考える
　　③第三次商圏
　　　東京都内全域，埼玉県，神奈川県の近接する地域の事業所・個人
　　　　を対象とする
5）商圏内顧客調査
　　第一次・第二次・第三次商圏内に，レストランHが考える事業所・顧
　　客層が，どの程度存在するかを，国勢調査，官公庁資料，金融機関保
　　有資料にもとづき調査し，全体的な潜在顧客層を把握する
　　この全体的な顧客層から選択した事業所，グループ，個人の調査カー
　　ドを作成していく。この調査カードをもとに営業活動を行い，以後，
　顧客カードとして，利用内容等の顧客情報を記入し営業活動・販売促
　進に活用する
6）法人，事業所への営業活動
　　①会員制組織への加入を推める
　　②商談での利用を推める
　　③重要な会議（とくに経営者）での利用を推める
　　④創立パーティーなど，その他の各種パーティーの利用を推める
7）個人への営業活動
　　①会員制組織への加入を推める
　　②他のフランス料理レストランとの相違を説明し理解してもらう
　　③家族での利用を推める
　　④プライベートな会合での利用を推める
　　⑤個人をグループ化してサークルを結成する
　　　個人対象の営業活動は，個人的に食事と雰囲気を楽しむ顧客層と
　　　個人的グループでの利用とに区分して営業活動を行い，より積極
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　　　的には“グルメ・サークル”など，こちらが営業企画を立案して，
　　　これに参加してもらう営業活動を考えていく
8）大学生のサークルなどへの営業活動
　　①商圏想定地域の大学生のサークル，ゼミナールなどに，これまで
　　　のコンパと呼ばれる宴会ではない，食事と雰囲気を楽しむパーテ
　　　ィーを提案していく
　　②主婦のプライベートなサークル，文化的サークルに活動の一環と
　　　しての食事を楽しむ企画を提案していく
　　③調理士専門学校の学生のサークルにフランス料理に関するセミナ
　　　ーとテーブル・マナーの企画を提案していく
9）広報活動
　　①広報用パンフレットの作成
　　　広報用パンフレットは，法人，事業所への会員制組織加入，商談，
　　　会議室利用など，それぞれの営業活動の対象ごとに数種類のパン
　　　フレットを作成する
　　②ライオンズ・クラブ，ロータリー・クラブ会員などへ会員制組織
　　　加入，個人としての利用を推める
　　③DM（ダイレクト・メール〉を顧客調査名簿をもとに送る
　　④医者，弁護士等の顧客へは直接訪問し営業活動を行う
　　⑤雑誌等を通じて取材記事の形で取り上げてもらえるよう積極的に
　　　マスコミに働きかける。この際，雑誌の購買者層を検討する
　　⑥新聞の折り込み広告等の一般的広報活動は実施せず“顧客ターゲ
　　　ット”を限定した広告活動を行う
6．開業準備段階における活動
㈱H社は，1989年10月の（仮称）レストランHのオープンを目指して，
建物の建築，経営活動を開始したのである。この間に，1988年4月に総支配
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人，料理部長（グランシェフ），料理課長（セカンドシェフ），営業部長，
業務部長，事務員（女性）の6名が入社して，経営コンサルタントとオーナー
（社長，副社長）を中心にして『経営企画書』の内容を具体化するため，そ
れぞれの責任業務分担に基づき具体的な活動を始めた。
＜主要責任業務分担＞
総支配人
料理部長
料理課長
営業部長
業務部長
事務員
オーナーと従業者の意思疎通
人材の確保
経営戦略の検討
財務管理・試算表の作成
営業活動計画の検討・立案
メニューの検討
レシピの作成・料理の試作・原価計算
厨房スタッフの求人
厨房の設計の検討
厨房機器・備品の検討
顧客名簿の収集・作成
顧客管理プログラムの作成・コンピュータ入力
営業パンフレットの作成
営業活動計画の検討・立案
厨房機器・備品の検討
食材納入業者の選定
厨房の設計の検討
顧客名簿のコンピュータ入力
経理業務
＜準備機関の実施課題＞
1）有能な人材の確保
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　レストランというサービス事業においては有能な経験豊富な人材の確
　保は料理，建築物と同様の重要性を持つものであるために人材の確保
　は早急に行い，厳選した人材を時間をかけて教育しなければならない
　と考え，厨房関係の人材確保，ホール責任者，ウエイトレス，ウエイ
　ター，支配人，営業担当者の採用活動を検討
2）レストラン建築物の設計の再検討
　建築物に関する設計図はすでに経営コンセプトに沿ったものが完成さ
　れているのであるが，再度営業政策との関連で再検討する必要がある
3）店内装飾・食器・その他必要備品等の検討
　レストランの経営コンセプトにもとずいたこれらの検討とリストアッ
　プを行う
4）顧客リストの作成と営業活動のスケジュール化
　商圏内の四段階に分けた顧客のリスト作成はアルバイト等の確保によ
　り早急に実施し，リストアップされた顧客，事業所を随時訪問して営
　業活動を行い，開店までに一定数の会員，予想顧客数を把握する
　これらの作業を開店までと開店以後に区分してスケジュール化する
5）広報パンフレットの検討・作成
　建築物の概要，顧客層の想定，料理メニュー，サービス内容を検討し
　営業パンフレットを営業対象，営業内容ごとに検討し数種類作成する
6）法人を対象とした“会員制度”の概要と会員規約の検討・作成
　他の会員制度を検討し（仮称〉レストランHとしてとくに2階個室の
　有効活用と顧客固定化を考えた特徴あるものとする
7）（仮称）グルメ・サークル，パーティーの内容の企画・検討
　主婦を対象として午後2時から4時までの間に（仮称）グルメ・サー
　クルを企画し通常価格に比ベサービス価格で料理を提供し顧客の“ク
　チコミ”での販売促進等の企画を検討する
8）提供メニュー，サービスの検討
　メニューに関してはコース・メニューとアラカルト・メニュー，オー
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　　ドブル，季節メニュー，パーティー用メニューをグランシェフを中心
　に検討していくが，営業担当者からの顧客の要望を取り入れたものに
　していく
9）オープニング・セレモニーの企画
　開店のセレモニーは以後の経営上非常に重要である。招待者の選考，
　料理内容，実施方法などを検討し効果を期待しなければならない
　これらの課題に関しては“定例経営企画会議”を開催して設計事務所，建
築会社関係者などを交えて関係者全員で検討していった。
　また，毎週，経営コンサルタントを講師としてレストラン経営やその他の
企業経営に関する勉強会を実施して，『経営企画書』の内容の理解をして㈱
H社の構想するレストラン事業の経営理念の理解も深めていった。
　㈱H社は都市型農業＝造園業からの経営多角化であるが，企業経営者と
して新規事業分野への進出に当たり，積極的に市場動向などを経営コンサル
タントを活用することにより調査している。
　＜事業分野検討内容＞の検討段階においても　1）製造業分野への多角化，
2）サービス産業分野への多角化について十分に検討した結果として，サー
ビス産業への事業進出を決定しているのであるが，この場合においてファミ
リー・レストランなどのフランチャイズ・システムヘの加盟により経営指導
が受けられるという事業展開の方法をとらず，独立した経営基盤を築かなく
てはならない“フランス料理レストラン”を主体事業としたことは経営者の
高い事業意欲の現れとして評価されるものであり，「ベンチャー・ビジネス
精神」と評価することもできると考える。
　＜経営戦略＞の検討においても対象顧客の設定をし，とくに顧客層の限定
により飲食業としての“質的問題”を検討して経営方針を明確にしている。
経営戦略の検討による経営方針の明確化により「顧客限定型フランス料理レ
ストラン」という構想になり，料理メニュー，サービス，店舗空間の設計が
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明確になったものと理解される。
　＜営業活動＞の検討では商圏設定をして顧客開拓を効率的に進めることが
考えられており，さらにかなり具体的な営業活動の対象を設定している。
　『経営企画書』（1988年1月，株式会社　H社経営企画室作成）を検討し
てみたのであるが，都市型農業＝造園業からの経営多角化であるが，企業経
営者として新規事業分野への参入に関して，かなりの時間と資金を使い多角
的に検討をしていることは，通常の都市型農業からの新規事業分野への進出
とは異質であると考えられる。
　都市型農業の事業転換が課題となって時間が経過してないこともあるが，
通常の転換としては，マンション経営，駐車場経営などの不動産事業が一般
的な展開の段階であり，農協が中心となって不動産管理をしているのが現状
であるが，これも最近のことである。『朝日新聞』紙上（1991年3月21日）
で練馬農協が「もともとは農協の資産管理部が，アパート経営を始めようと
いう農家の相談に当たっていた。しかし，アパート・マンションの数が増え
るに連れて入居者の募集，建物の維持管理までやってほしいと言う声が強く
なり，資本金5千万円の株式会社を設立することになった」として子会社を
作り積極的に農家のマンション建設をし，手数料収入を上げている。
　農業事業者の事業転換のための異業種進出といっても事業経験がないこと
からアパート・マンション経営ですら，農協などの第三者に頼らざるを得な
いのが実情と考えられる。この様な現状を踏まえるならば㈱　H社のような
異業種進出が急激に増えるとは考えられないのであるが，いつまでも農協主
導型の不動産事業中心の事業転換ばかりではないと考えることから，㈱H
社の「経営企画書」は，今後の農業事業者の事業転換のための異業種進出を
検討する際の事例としては参考になるものと考えられる。
7．レストランHの概要
1）レストラン建物の概要
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　　1988年8月にレストランの建物の建築に着工し1989年9月に完成し
　ている。
　レストランの概要は総敷地面積は2300平方メートル，総敷地面積の約
　60％は造園業の技術1こよる庭園を造成し敷地外部の建物とレストラン
　を遮蔽し「緑とやすらぎ，くつろぎがテーマ」にふさわしいものとな
　っている。
　レストランの建物は，オーナーが建築設計のデザイナーとフランスを
　中心にヨーロッパ各地を視察して資料を収集などして，これらを参考
　にして“南フランスの田舎の農家”をイメージに描いて作られたもの
　である。建物は地下1階・地上2階建て建物総面積1024平方メートル，
　　1階はメインダイニング220平方メートルに40席，ウエイティングバ
　ー43平方メートル20席，付属施設としての喫茶部門が100平方メート
　ル40席，2階350平方メートルで4人から25人の個室6室で構成され
　ている。家具調度品はフランスから取り寄せたルイ王朝風の物を使い，
　ローゼンダールの陶人形，リモージュの花瓶，バカラのシャンデリア
　などで落ち着いた中にも豪華な雰囲気をつくり出している。駐車スペ
　ースは立地条件から車での来店が便利との判断からレストランの前庭
　と別にレストランの敷地の外に駐車場を2ヵ所つくり合計50台分を確
　保している。
2）メニュー内容
　ランチメニューは4500円，3000円の2コース。
　ディナーメニューは8000円，1万2000円の2コース。ディナーのアラ
　カルトメニューは700円から4500円となっている。
　ワインはグラスワインが700円でワインリストにはハーフボトル4000
　円から，最高では“ロマネ・コンティ”の240，000円以上のものまで
　が用意されている。
　喫茶部門はコーヒー，紅茶が550円。ケーキセットが850円。和風ハン
　バーグ，スパゲッティー900円から1100円。
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　軽食がスパゲッティーコース1600円，ハンバーグコース1800円となっ
　ている。
3）1年間の売上げ分析
　　［1年間の営業日数321日］
　　これは開店当初は月1回の休業であったが人員不足などから1990年
　　5月から毎週火曜日を休業としたものである。
　　［総客数は28，566人］
　　内訳はレストラン16，390人・喫茶部門12，176人
　　［総売上げ187，788，818円］
　　内訳はレストラン167，907，180円・喫茶部門19，881，638円
　　［1日売上平均約585，011円］
　　内訳はレストラン523，075円・喫茶部門61，936円
　　［平均客単価は6，573円］
　　内訳はレストラン10，244円・喫茶部門1，632円
8．現在の経営課題の分析
㈱H社は会社設立3年余り，レストランHを開業して1年6ヵ月を経過
したばかりであり経営業績を判断することは難しいが，とりあえずレストラ
ン開業1年の経営課題について簡単に分析してみる。
1）人材
　当初の人材採用・研修計画ではレストランの建物引き渡し後の1ヵ月
　間に従業者のトレーニングを実施してからプレ・オープン，開店セレ
　モニー，本格営業開始という予定であったが，レストランの規模が一
　般的なフランス料理店舗に比べ大きいために，とくにサービス関係の
　労働が厳しいと考えられ，採用しても辞退するケースが多く見られ，
　思うように計画どおりの人材が採用できなかった。
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現在，社員16名，パートタイム従業者14名で構成されているのである
が，この人数ではレストランの1階のメインダイニングと付帯施設と
しての喫茶部門を稼働させるのが限界となっている。より質の高いサ
ービスを提供するには厨房，サービスの人材の確保が必要である。
人事管理の問題点としては，社員の定着の悪いことがあげられる。開
業準備段階から経営実務に関わっていた営業部長が開店2ヵ月で退職，
血縁関係者である総支配人（取締役）が同じく開店6ヵ月で退職，料理
部長，料理課長が厨房関係者7名全員と開店11ヵ月で退職，他に1年
間で社員が3名の合計19名が退職しており，パートタイム従業者の移
動も頻繁である。外食産業は人材の移動が頻繁であるという特質があ
ることも事実であるが，人材の定着力㍉思わしくない原因としては金銭
的な待遇面の不満ではなく，経営者をふくめて他のレストラン従業者
を中途採用するため，それまで勤めていた職場との環境の違いから価
値観が違いコミュニケーションなどが円滑にいかないなどの人間関係
に問題がある。他のレストラン事業経験者を採用しているために，それ
までの経験が仕事をしていく上での判断となっている。早急にレスト
ランHの創業理念を研修などによって理解を深め，日常業務を統一の
とれたものにしていくための研修が必要である。
わが国の経済は先行きの不透明感がありながら，産業界全体の人材不
足・人手不足現象はここ当分の間解消されないと思われる。レストラ
ン業界は“3K（きつい，きたない，きけん）職場”とみられており
人材採用には厳しいものがある。今後は経験者の中途採用ばかりでは
なく新卒者・未経験などの採用による人材の育成を積極的にすすめる
人材採用・研修計画を具体的に検討する必要がある。
2）財務管理
　㈱H社は資本金2千万円で会社を設立しているのであるが，レスト
　ランHの開業にあたっては，初期投資の推定金額が約8億円と推測さ
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れる。新規事業検討段階からの経費等に関しては，個人資産の投下と
いうこともあり明確な投資額は推定の域を出ないのであるが，造園業，
不動産事業，個人資産の運用等が明確に区分されていない為に，㈱
H社としての財務管理は正確な数字を把握することは困難な状態であ
り，今後の経営活動のなかで財務内容の整理が必要となる。
開業にあたっての試算では，月商，最低約2800万円の売上げが必要と
いうことであったが，1年間の業績は，総売上げ約1億8800万円とい
う結果が出ているが，この総売上げでは人件費，材料費，光熱費，を
賄う程度である。
“相続対策”を考えての事業としても銀行の借入金利息，その他諸経
費など，かなりの赤字が初年度では計上されているものと推測される。
1年間の営業実績に基づき諸経費などが，当初予定していた以上に支
出されていることが予想されるため，予算と実績の差を修正した試算
表の見直しが必要となっている。また，レストランが完成した状態と
はいえないことから設備投資，備品の購入，リネンのクリーニング代，
花代，人材の補充等による人件費の増大，売上げの増加を考えるなら
ば営業経費の増加などの見直しなどのきめの細かな経費の見直しが必
要となるのであり，長期的な視点からの財務計画の修正・立案を検討
しなければならない。
　今後の課題としては，個人資産，不動産事業，造園業，㈱H社の
経理を，それぞれ独立分離し，㈱H社としての財務資金計画を立案
して，累積赤字の予測と赤字解消対策が必要である。土地資産の評価
価格を基礎とした資金運用は，あくまでも数字の上での金額換算であ
る。実質的な資産評価の見直しをしながらの事業投資を考える必要が
あり，税務会計の専門家のアドバイスが必要と判断される。
3）計画経営
　人事管理の問題点としては，正社員の定着が悪く，絶えず中途採用に
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より不足する人材を補充するという状態であり，より質の高いサービ
スを提供するには人材の確保が必要である。さらには新卒者の採用・
人材の育成を積極的にすすめる人材採用・研修計画を検討する必要が
あるにもかかわらず人事計画がないことがあげられる。
　また，造園業，不動産事業，個人資産の運用等が明確に区分されて
いない為に，㈱H社としての財務管理は正確な数字を把握すること
は困難な状態である。今後の経営活動の中で財務内容の整理が必要と
なることからも推測されるように経営計画を立案しておらず，数値に
よる経営分析も行っておらず財務計画による経営も考えられていない。
年間経営計画，中期経営計画，長期経営計画といった経営の将来の方
向を示すものがない状態は，開業に当たっての初期投資金額が多額で
あることを考えるならば企業経営とは言えない状況と判断せざるを得
ない。このような人事計画，財務管理，計画経営という経営の基本を
考えない背景には「3年間は経費を考えない，考えても仕方がない，
とにかく世間から評価されるレストランにする」と言うオーナーの考
え方があるためである。
フードサービス・コンサルタントの榊　芳生氏の著書『食堂選書・食
堂経営論［下］戦術強化編』によれば飲食業者のタイプを区分すると，
①丼勘定型　②成り行き型　③目標達成型の3つのタイプに分けられ
第三の目標達成型は極めて少ないとしている。
同氏によれば飲食業の長期経営計画は一応10年として考えるならば模
範的な長期経営計画は，次のように整理されるとしている
　①長期経営計画の意義
　②わが社10年先の姿
　③わが社の商品政策
　④わが社の人事政策
　⑤店舗とメニューの考え方
　⑥各中期経営計画の概要
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　⑦売上・利益計画
　⑧要員計画と組織計画
　⑨投資・財務計画
　⑩実施に当たって
の10項目について，一般的にその内容を明確にすることが必要であり，
同時に全正社員に周知徹底していくことが重要であるとしている。
レストランHの現状の経営においては10項目のいずれも明確にはなっ
ていない状況であり，①丼勘定型　②成り行き型の混合タイプといえ
る「店の売り上げぐらいは知っているが，将来のことはミシュランの
5つ星がつくぐらいのグレードのレストランになりたい」といった漠
然とした目標程度で，具体的な経営行動が伴っているものはないとい
えることから将来が明確に見えていないタイプといえる。
これまでの1年間の経営実績検討し「経営理念」に基づいた年間経営
計画，中期経営計画，長期経営計画といった経営の方向を示す経営計
画を策定することとが必要となっている。
4）営業活動
　　『経営企画書』において㈱　H社の事業主体としてのレストランHの
　経営理念を明確にし，経営戦略を検討し，具体的に商圏設定を策定し，
　顧客階層を区分して営業活動を実施する計画であったが，現実には開
　店前，開店後の実践としての営業は，第1次顧客層にのみ開業時にパ
　ンフレットを約1900人に送付し，同じく12月にクリスマス・パーティ
　ーのD　Mを送付したにすぎない。不特定多数の潜在顧客層への広報活
　動としては，地域の新聞折り込み広告に4回の広告を掲載しただけで
　あった。その他，『経営企画書』の経営戦略の具体的な実施がされな
　かったのは営業部長退職後，経営者が自ら営業担当者を採用しない，
　営業活動はしない方針を打ち出し，もし，営業活動が必要ならばオー
　ナーが自分の判断によっておこなうとしたためである。
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顧客名簿管理プログラムを作成し顧客名簿の入力も途中で作業が中止
となり，コンピュータを購入したにもかかわらず利用されないままに
なっており，安易なコンピュータ導入の典型的な事例となっている。
中途採用従業者により構成される職場であることから，それぞれそれ
まで勤めていた職場の環境の違いから価値観が違い，コミュニケーシ
ョンなどが円滑にいかないことが予想され，従業者同士の信頼感も生
まれチームワークが良くなり，レストランの業務が順調に遂行できる
ようになるまでは積極的な営業活動を展開して，お客様が来店されて
も十分に満足してはいただけないのではないかと，いうことから予約
のお客様も極力セーブしていきたいとのオーナーの意向である。
開店1年目であり「緑とやすらぎ，くつろぎ」がテーマであることか
ら，料理とサービスの連携が不十分なために，お客様に不愉快な感じ
を与えて，評判を悪くすることは避けたいとの配慮があることも確か
である。1年間で社員が合計19名が退職しており，パートタイム従業
者の移動も頻繁である。現状においても，厨房は他のレストランから
の中途採用者の混成であり，信頼感にもとずいたチームワークができ
てはいないことが考えられるため，オーナーの意向を変えることは出
来ないと思われる。しかし，　『経営企画書』の経営戦略に基づいた営
業活動の展開は，利益・財務計画との関連からも検討されなくてはな
らないのであり，営業担当者の採用も，ただちに優秀な人材を確保す
ることができるとは考えられないことから，人材計画との関連で早急
に検討する必要があると思われる。
5）経営管理
　人事管理の問題点としては，開業準備段階から経営実務に関わってい
　た管理職をはじめ，1年間で社員が合計19名が退職しており，パート
　タイム従業者の移動も頻繁であることから，従業者の定着が悪く退職
　者の業務を分担して遂行していく必要から，職務分担が不明確となり
一123一
特定の人間に業務が集中してしまう結果となる。
オーナー自身が，レストラン事業を経験したことがないために1レス
トランの職務分担を細部にわたり理解できないことから「正社員が全
員で仕事を分担すればなんとかなる」と考えるのであるが，料理，サ
ービスは，それぞれ専門知識・技術が必要なために，誰でもが簡単に
業務を交替することは出来ないものである。
「職務調査」を実施して，職務分担を決めて職務権限と責任を明確に
体系化し文章化しようとしたが，これも結局「職務調査」を実施し職
務分担が体系的になっていない為に業務が混乱している事が明らかに
されたにとどまり，調査は途中で中止となってしまった。
業務内容・責任範囲が明確になっていないことから，日常業務の意思
決定がすべて経営者に集中してしまい，経営者が日常業務の全てに関
する意思決定をしているため業務混乱が生じている。このように経営
活動が安定しないこともあり，「就業規則」の作成届け出はしている
ものの労務管理上の問題も多く見られる。週休1日で週末，休日に忙
しいこともあり週末，祭日は営業上休日とすることができない。
人材不足から代休を取ることもできない状態であり，有給休暇を取る
こともできないため給与による待遇でカバーしている。長期的な観点
からは，今後も現在の労働条件で経営を維持することは世問一般が週
休2日制をとり始めている雇用状況から，今後の社員の募集に障害と
なると考えられる。たしかに飲食業界では長時間労働の交替勤務が常
識になっているようであるが，この状態を維持していくことは難しい
ものがある。今後は業界全体で，近代化にとりくんでいかなくてはな
らない状況を迎えていると考える。
中小企業金融公庫調査部長の菊地英男氏は中小企業の管理システムに
ついて「中小企業では組織とか権限とかいっても，それに相応しい人
材がいるとは限らない。やらねばならないことがあれば，仕事中心，
課題中心で人を選び組織づくりをせざるを得ない。だれをどこに配置
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したら，効率的な経営ができるか，新しい課題をうまくやり通せるか，
どうしたら目的とする事業展開を任せられる人材が育つのか，と考え
ながら，臨機応変の組織運営をしなくてはならない。だから，組織も
権限もあってないようなもの，課長の能力があって一人でできるなら
課長一人の課があってもよい。これが中小企業の組織運営の現実だ」
（『中小企業　新・創業の時代』）としており「中間管理者は専門能
力と指導力を持った実務家であることが要請される」（同書）として，
柔軟な組織運営と中間管理者の育成の重要性を指摘している。
中小企業は大企業と単に企業規模の違いがあるのではなく，質的にま
ったく異なる異質の経営問題があることは確かではあるが，社会的な
経営常識をもとにした経営管理のルールづくりをしていかなければな
らない。こうした基礎ができて始めて中小企業ならではの「企業家精
神」を生かす特色ある経営が出来るのであり，大企業との競争が可能
であり，中小企業の存在価値が生まれるのである。
6）経営者の役割
　中小企業の経営形態は経営者の個人的事業の色合いが強く出るもので
　あるが，事業を発展させるためには経営者は「経営者」・「管理者」
　　・「技術者」として異なった役割を果たさなくてはならない。
　農業事業からの転換としての新規事業においては，経営者自身が企業
　の経験がないにもかかわらず，経営者としての役割を果たさなくては
　ならないことから，人材の活用が課題となるのである。しかし，自分
　の財産を資本として投下しているために，個人支配の色彩が知らず知
　らずのうちに出てしまい，責任二権限が曖昧になってしまうことが多
　く見受けられる。このため有能な人材が労働意欲を失ってしまったり，
　退職していくことが多く見受けられる。
　中小企業の経営は，創業時点においては協力なリーダーシップを発揮
　する「超ワンマン経営」の必要性も認めなくてはならないのであるが，
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時間の経過の中で少しずつ権限と責任を委譲して，中間管理者などの
人材を育成していかなければならない。
農業事業からの転換として新規事業に進出する際には，　“経営ノウハ
ヴ’という“ソフト”を持っていないことを自覚し，“事業経営ノウ
ハヴ’を持った人材に協力してもらい，積極的に“事業経営のノウハ
ヴ’を身につけるという経営者の意識が重要である。
㈱H社においても「経営者の個人的支配」の色彩がつよく出過ぎて
おり，個人的な好みにより待遇が異なったり，人材を信頼できないこ
とから経営者自身が全ての意思決定をしなければ納得できない為に，
現場の責任者が労働意欲を失っていくなどの問題が出ている。
「本音と建て前」が余りにも違い過ぎる，会議などで決定した事項が
経営者の考えで勝手に変更されてしまうため，経営者の言動不一致か
ら社員，パートタイム従業者が不信感を強め「指示されたことを実行
すれば良い，現場での改善努力はよけいなことである。どうせまた経
営者の気分で考えが変わるのだから」といった企業風土が生まれはじ
めて勤労意欲が低くならざるを得ないという状況がみられる。
「創業経営者」は，経営基盤のない状態から自分の意志と努力によっ
て企業を創り上げていかねばならない。その苦労は大変なものである
が，同時に自分自身の理想とする「夢」の実現が可能である。
㈱H社のオーナーも「緑とやすらぎ，くつろぎがテーマ」に大企業
が真似の出来ない“本格的なフランス料理レストラン”を創りたい。
3年や5年で利益のでる経営ではなく20年，30年後に後継者に経営が
引き継がれてから評価が出てくるようなレストランにしたいという
「夢」を実現するために創業したのであるから，この経営理念を経営
方針として，従業者の支持を得る努力をして，人材の能力と個性を活
かして使う「活力にとんだ企業風土」を創造していかなくてはならな
いo
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9，ま　と　め
　本稿においては，実際の農業事業者＝造園事業者の事業転換＝経営多角化
としての中小企業の事業創造におけるプロセスと，現在の経営上の課題を事
例として取り上げ分析するとの視点から，事業創造におけるプロセスを，株
式会社　H社の『経営企画書』　（1988年1月　株式会社　H社経営企画室作
成〉を取り上げ検討してみたのである。
『経営企画書』においては，次のような検討がなされていた
　1．株式会社　H社の設立は造園事業からの多角化と土地相続対策である。
　2．事業内容の検討ではく製造事業分野への多角化の検討＞，＜サービス
　　産業分野への事業進出の検討＞をした結果，サービス産業分野の中のフ
　　ード・サービス産業への多角化＝レストラン事業への事業進出を決定し
　　た。中途半端な“フランス料理レストラン”にはしたくないというオー
　　ナーの決意から「料理」，「インテリア」，「家具調度品」，「エクス
　　テリア」に徹底的に「こだわり」＝「ホスピタル・マインド」を経営理
　　念として掲げ「緑があるくつろぎとやすらぎの空間で食事ができる“本
　格フランス料理レストラン”」を目指したものである。
　3．経営戦略の検討では
　　　1）対象顧客の設定＝「顧客限定型」
　　　2）メニュー，サービス，店舗空間の検討
　4．営業活動の検討では
　経営戦略上，開店までの期間における営業活動の重点は，顧客層の開拓，
　　それに付随する広報活動の展開の検討をしている。
　　　1）戦略展開のために経験豊富な人材が確保されており，これらの人
　　　　々を中心に営業活動を行う
　　　2）有能な営業担当の採用と営業内容の徹底的理解の促進
　　　3〉顧客層の確定
　　　4）商圏の想定
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　　5〉商圏内顧客調査
　　6）法人，事業所への営業活動
　　7）個人への営業活動
　　8）大学生のサークルなどへの営業活動
　　9〉広報活動
5　開業準備段階における活動では
　『経営企画書』の内容を具体化するため，それぞれの責任業務分担に基
づき具体的な活動を始めた。
＜準備期間の実施課題＞を次のように明確にしている
　　1）有能な人材の確保
　　2）．レストラン建築物の設計と再検討
　　3）店内装飾，食器，その他必要備品等の検討
　　4）顧客リストの作成と営業活動のスケジュール化
　　5）広報パンフレットの検討・作成
　　6）法人を対象とした会員制度の概要と会員規約の検討・作成
　　7）（仮称〉グルメ・サークル，パーティーの内容の企画・検討
　　8）提供メニュー・サービスの検討
　　9）オープニング・セレモニーの企画
これらの課題に関しては，　“定例経営企画会議”を開催して，建築関係者な
どを交えて関係者全員で検討していき，『経営企画書』の内容を具体化する
ため1988年4月に入社した経営幹部に就任予定の担当者が，それぞれの責任
業務分担に基づき具体的な活動をしている。
　また，毎週，経営コンサルタントを講師として経営に関する勉強会を実施
していき，『経営企画書』の内容の理解をして㈱　H社の構想するレストラ
ン事業の「経営理念」の理解も深めていくなど積極的な研修も実施している。
一応，　『経営企画書』を検討してみたのであるが，都市型農業＝造園業から
の経営多角化であるが，企業経営者として新規事業分野への参入に関してか
一128一
なりの時問と資金を使い多角的に検討をしていることは通常の都市型農業か
らの新規事業分野への進出とは異質であり，経営指導が受けられる“フラン
チャイズ事業”への多角化という事業展開の方法をとらず，独立した経営基
盤を築かなくてはならない“本格フランス料理レストラン”を主体事業とし
たことは，経営者の高い事業意欲の現れとして評価されるものであり，「ベ
ンチャー・ビジネス精神」と評価することもできると考えられる。
　農業事業者の異業種進出といっても，事業経験がないことから，アパート
・マンション経営ですら，農協などの第三者に頼らざるを得ないのが実情と
考えられる。この様な現状をふまえるならば，㈱H社のような異業種進出
が急激に増えるとは考えられないのであるが，いつまでも農協主導型の不動
産事業中心の事業転換ばかりでは無いと考えることから事業創造におけるプ
ロセスの事例としては大変参考になるものと考えられる。
　7．レストランHの概要では，この事業の“イメージ戦略”として重要な
　　役割を持つレストランHの庭園，建物，家具調度の概要と，料理メニュ
　　ーと価格の概要，そして，1年間の売上げ実績について簡単に解説した。
　　1〉レストラン建物の概要
　　2）メニュー内容
　　3）1年間の売上げ分析
　　　　［1年問の営業日数321日］
　　　　［総客数は28，566人1
　　　　［総売上げ187，788，818円］
　　　　［1日売上平均約585，011円］
　　　　［平均客単価は6，573円］
　8．現在の経営課題の分析では，1年間の営業をとおしての経営問題につ
　　いて考えてみた。㈱H社は，会社設立3年余り，レストランHを開業
　　して1年6ヵ月を経過したばかりであり，経営業績を判断することは難
　　しいが，とりあえずレストラン開業1年の経営課題については，次の6
　　項目について分析した。
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1）人材
2）財務管理
3）計画経営
4）営業活動
5）経営管理
6）経営者の役割
　㈱H社は，造園業からの多角化ということから事業創業にあって経営専
門家を活用して，多角的に事業分野の検討などを実施し『経営企画書』まで
作成している事は，既存の中小企業経営者も，安易に自分の「勘」によって
事業の多角化を推進するのではなく，見習わなくてはならないものである。
　今後の農業事業からの異業種進出を検討するにあたっての参考になると考
えられるが，1年間の営業をとおしての経営課題の分析では，　『経営企画書』
で検討されたことが，レストランの建物，家具調度，庭園の造成というハー
ド以外の営業活動などのソフトなどはほとんど実行されていないのが実状で
ある。一般の中小企業が抱える問題の多くが，従業者の能力，資質の問題で
あることが指摘されるのであるが，これを従業者の責任にすることはできな
いのであり，どこまでも経営者の責任として処理しなくてはならない事から
も理解されるのであるが，㈱H社の経営における経営問題の多くは，従業
者の能力，資質の問題というよりも，経営者の「経営資金の心配はないため
に問題は金銭により解決ができる」という意識と事業経験がない為に「経営
能力が不十分」という問題があり業務が混乱しているのである。事業経営の
経験不足を人材の個性，能力，経験を活用して補うという考えを持たなくて
はならないのであり経営理論で説明できるレベルではないと思われる。
　レストランHを開業して1年での経験をもとにして，今後の経営努力によ
り，自分自身の理想とする「夢」の実現は，今後の経営努力しだいでは可能
性はあると思われるが，P．F．ドラッカーは，著書『現代の経営（下）』
のなかにおいて，あすの経営者に要求されるのは「より進んだ知識とよりお
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おきな能力の持ち主であると同時に，品性極めて高潔な人物であることを要
する」言い換えるならば「明日の課題を果たす経営担当者は，つねに原則に
のっとって決定を下し行動する人物であると共に，単に知識や技能ばかりで
なく，すぐれた洞察力，勇気，責任感，そして高潔な品性を備えた人物でな
ければならないのである」と述べており経営者にとって「高潔な品性」が重
要であるとしている。
　㈱H社のオーナーも「緑とやすらぎ，くつろぎがテーマ」に大企業が真
似の出来ない本格的な“フランス料理レストラン”を創りたい，3年や5年
で利益が計上できる経営ではなく20年，30年後に師弟が後継者として経営を
引き継いでから評価が出てくるようなレストランにしたいという「夢」を実
現するために創業したのであるから，この「経営理念」を経営方針として従
業者の支持を得る努力をしていき，人材の能力と個性を活かして使う「活力
にとんだ企業風土」を創造していかなくてはならない。
　㈱CSK社長の大川功氏は，大阪市立大学経済学部の企画講座「ベン
チャー・ビジネス論」の講義のなかで，㈱CSKが発展したのは“情報化
の波に乗ったこと”であるが，もう一つ経営で大事なのは“ビジョン＝夢＝
方向感覚”つまり目標を常に掲げることであり，ビジョンのないところに戦
略も計画も有り得ない，企業も沈滞するとして，「一番目にビジョン。二番
目は事業運営の基本的考え方。これを経営理念，社是として一言に集約して
示す。第三は浸透です。理念を浸透させないかん。社員全員に浸透させる必
要があります。絵に書いた餅では駄目です。反対に考えると，経営者が夢を
持っていないとどうしようもない。夢に社員を共鳴させる。その夢を実現さ
せることが経営努力です。理想の姿を作らないといかん。そのためにどうし
たらいいか。これがビジョン経営の実態です。」と「経営論」を語っている。
（塩沢由典編　　『大学講義■ベンチャー・ビジネス論一経済発展と企業家精
神・第五講　不利な条件を有利に生かす』）
　「経済効率優先」の反省がなされている社会情勢でもあり，フランス料理
を「文化」として考えて，“本格フランス料理レストラン”という形で「夢」
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を実現しようという，オーナーの経営姿勢には共感を覚えるが，20年，30年
後に，後継者に事業として経営を引き継ぐためにも，「公私」をはっきりと
区別して，企業経営としての基盤整備をすることが必要であり，人材計画・
財務計画・長期経営計画を作成し，収益に関心をもち経営数字に基づく健全
経営を考えていかなければならない。
　さらに中小企業の多くが「同族経営」であることは事実であり，師弟への
事業の継承を真剣に考えるならば，「後継者育成」も考えていかなくてはな
らない。
　中小企業の多角化としての新規事業の創造において，創業以前の事業検討
段階における『経営企画書』は，マーケッティング理論などの経営理論に基
づく整合性の高いものを作成することが可能であるが，この『経営企画書』
に基づき，経営実践していくことは容易ではない事が理解される。特に，中
小企業の場合は人材の確保に問題があり，経営理論どうりの企業経営は難し
いといえるのであり，経営者の役割が重要となるのである。従業者の教育と
同時に経営者自身が積極的に経営能力を高める努力が必要なのである。
　「中小企業は社長の器の大きさ以上には成長・発展しないものである」
　㈱H社は農業事業＝造園業からの多角化のための異業種進出ということ
もあり，レストランHを開業して1年6ヵ月を経過したばかりであるが検討
・改善しなければならない経営課題が多いようにおもわれる。中小企業特有
の経営課題も多く見られるのであり，これまでの1年6ヵ月の実績を判断材
料にして，今後の経営努力により「個性的な中小企業」に成長していく可能
性を持ったユニークな経営体であると考えられる。
　『経営企画書』の原点に戻り再度検討してみることも重要なことである。
　事例として分析した㈱　H社の今後の経営活動に期待するものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1991年5月25日）
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